
 

 

別添１ 

 

安全な農畜水産物安定供給のための包括的レギュラトリーサイエンス研究推進委託事業 

審査実施規程 

 

 

第１ 審査委員会 

 １ 審査委員会の設置 

   本事業の企画提案書の審査及び選定のため、消費・安全局において、「安全な農畜

水産物安定供給のための包括的レギュラトリーサイエンス研究推進委託事業審査委員

会」（以下「審査委員会」という。）を設置する。 

 

 ２ 審査体制 

   審査委員会は、次の条件を満たす者のうち消費・安全局長が審査を依頼する外部専

門家及び担当官を委員とする。 

  ① 公募に係る企画提案書を審査するための十分な能力を有し、公正かつ中立な立場

から審査を行うことができる者であること。 

  ② その氏名、所属及び研究論文等の実績並びにその者が行う審査結果の公表につい

て、あらかじめ同意している者であること。 

 

 ３ 審査委員会の委員の任務等 

 （１）審査委員会の委員は、消費・安全局長が依頼した試験研究課題について、提案の

あった企画提案書を審査するものとする。ただし、審査に当たっては、公正で透明

な審査を行う観点から、原則として利害関係者が加わらないようにするとともに、

やむを得ず利害関係者が加わる場合には、その理由を明確にした上で、消費・安全

局長の了承を得るものとする。 

 （２）利害関係者の範囲は、次に定めるとおりとする。 

   ア 当該試験研究課題の中で課題担当者となっている場合 

   イ 当該試験研究課題の課題担当者と、同一の民間企業、大学、独立行政法人等の

研究機関において同一の部署、学科、研究所等に所属する、又は以前所属してお

り、異動若しくは離職から２年を経過していない場合 

   ウ 当該試験研究課題の課題担当者と親族関係にある場合 

   エ 当該試験研究課題の課題担当者と直接的な競争関係にある場合 

   オ 当該試験研究課題の課題担当者と緊密な共同研究を行う関係にある場合 

   カ 当該試験研究課題の課題担当者と密接な師弟関係又は直接的な雇用関係にある

場合 

   キ その他消費・安全局長が公正な判断を行うに当たって適当ではないと判断した

場合 

 （３）審査委員会の委員は、試験研究課題の審査により知り得た情報について、消費・



 

安全局長が認める場合を除き、外部に漏らし、又は自身の研究若しくは業務に利用

してはならない。委員の職を退いた後も、同様とする。 

 

 ４ 意見の聴取等 

   審査委員会は、審査に必要な意見を聴取する、又は試験研究課題の説明を受けるた

め、農林水産省関係部局の職員又は試験研究課題に係る企画提案書の提案者の参加を

求めることができるものとする。 

 

 ５ 庶務 

   審査委員会に関する庶務は、食品安全科学室が行う。 

 

第２ 審査の規準等 

 １ 審査の規準 

   審査の規準は別表のとおりとする。 

 

 ２ 企画提案書の審査及び選定 

 （１）審査委員会は、審査の規準に基づいて審査を行い、別紙の審査票を作成した上で、

企画提案書を選定する。また、必要に応じて試験研究実施に当たっての留意事項を

付すことができる。 

 （２）審査委員会が企画提案書を選定したときは、（１）の審査の結果を食品安全科学

室から消費・安全局長及び農林水産技術会議事務局長に報告する。 

 （３）審査の公平を確保するため、審査委員会での検討経緯の概要は、記録に残すもの

とする。ただし、審査の過程及びその記録は非公開とする。 

 

第３ 審査結果の通知及び公表 

   消費・安全局長は、第２の２（２）の報告を受けたときは、当該報告の内容を確認

の上、審査結果を選定された企画提案書の提案者（以下「契約候補者」という。）に

通知し、契約候補者を農林水産省ホームページで公表する。 

   なお、審査結果を契約候補者に通知する際には、必要に応じて、試験研究実施に当

たっての留意事項を付すことができる。 



別 表 

 

安全な農畜水産物安定供給のための包括的レギュラトリーサイエンス研究推進委託事業 

審査規準 

 

  審査委員会は、審査を担当する試験研究課題に対して応募があった各企画提案書の内

容に対して、下表の審査項目ごとにそれぞれの審査規準に基づき評価を行い、採点する。 

  評価の結果に基づく企画提案書の選定の手順は以下のとおりとする。 

 ① 審査項目Ⅰ若しくはⅡのいずれかにＤ評価があった企画提案書、又は総得点が審査

点の満点の５０％を超えない企画提案書については、審査委員会での協議により不採

択とすることができる。 

 ② 過半数の審査委員が１位とした企画提案書を選定する。 

 ③ ②により企画提案書が選定されない場合は、総得点が最も多い企画提案書を選定す

る。 

 ④ ③により企画提案書が選定されない場合は、Ａ評価が最も多い企画提案書を選定す

る。 

 ⑤ ④により企画提案書が選定されない場合は、審査委員会での協議により企画提案書

を選定する。 

 

 

審査項目 審査規準（配点） 

 

Ⅰ 趣旨理解 

 

 

  公募課題の趣旨及び内容を提案

者が理解しているか。 

 

 

Ａ：理解している（13 点） 

Ｂ：概ね理解している（10 点） 

Ｃ：やや不十分である（6 点） 

Ｄ：理解していない（0点） 

 

 

Ⅱ 提案内容 

 

 

１．研究の工程（研究項目、年次計

画等）が応募要領に記載された研

究内容と一致しているか。 

 

 

Ａ：一致している（13 点） 

Ｂ：概ね一致している（10 点） 

Ｃ：やや不十分である（6 点） 

Ｄ：乖離している（0 点） 

 

 

２．応募要領に記載された目標を達

成できる適切な研究実施計画とな

っているか。 

 

 

Ａ：適切である（13 点） 

Ｂ：概ね適切である（10 点） 

Ｃ：やや不十分である（6 点） 

Ｄ：適切でない（0 点） 

 

  



３．提案された研究方法や期待され

る研究成果に十分な先導性がある

か。 

 

Ａ：十分である（13 点） 

Ｂ：概ね十分である（10 点） 

Ｃ：やや不十分である（6 点） 

Ｄ：不十分である（0 点） 

  

 

Ⅲ 成果利用 

 

 

１．提案された研究内容は、実際の

行政施策・措置の検討、決定に活

用可能な成果が期待されるか。 

 

 

Ａ：十分期待できる（8点） 

Ｂ：概ね期待できる（6点） 

Ｃ：やや期待できない（4 点） 

Ｄ：期待できない（0 点） 

 

 

２．提案された研究内容は、合理性

（費用・時間）及び再現性の観点

から将来的に現場（生産者、食品

製造・加工・流通事業者、検査機

関等）での導入可能性が高い成果

が期待されるか。 

 

 

Ａ：十分期待できる（8点） 

Ｂ：概ね期待できる（6点） 

Ｃ：やや期待できない（4 点） 

Ｄ：期待できない（0 点） 

 

 

Ⅳ 実施体制 

 

 

１．研究を遂行する上で適切な実施体制であるか。 

 

  

（１）人員に十分な能力がある

か。 

 

 

Ａ：十分である（4 点） 

Ｂ：概ね十分である（3点） 

Ｃ：やや不十分である（2 点） 

Ｄ：適切でない（0 点） 

 

 

（２）成果を得るために必要な人

員を確保しているか。 

 

 

Ａ：確保されている（4点） 

Ｂ：概ね確保されている（3 点） 

Ｃ：やや不十分である（2 点） 

Ｄ：適切でない（0 点） 

 

 

（３）データマネジメントを適切

に行うなど、十分な管理体制

となっているか。 

 

Ａ：十分である（4 点） 

Ｂ：概ね十分である（3点） 

Ｃ：やや不十分である（2 点） 

Ｄ：適切でない（0 点） 

 

  



２．成果を得るために必要な機器、

施設が整備されているか。 

 

Ａ：整備されている（7点） 

Ｂ：概ね整備されている（5 点） 

Ｃ：やや不十分である（3 点） 

Ｄ：適切でない（0 点） 

  

 

３．予算の執行計画が適切か。（人

件費が過大でないか、不要な機器

の購入の計画がないか等） 

 

 

Ａ：適切である（7 点） 

Ｂ：概ね適切である（5点） 

Ｃ：やや適切でない（3点） 

Ｄ：適切でない（0 点） 

 

 

４． 

・契約を履行する一環として収集、

整理、作成等した一切の情報が、

農林水産省が保護を要さないと確

認するまでは保護すべき情報とし

て取り扱われることを保障する履

行体制を有しているか。 

・農林水産省の同意を得て指定した

取扱者以外の者に取り扱わせない

ことを保障する履行体制を有して

いるか。 

・契約締結後に、農林水産省が書面

により個別に許可した場合を除

き、親会社等、兄弟会社、地域統

括会社、ブランド・ライセンサー、

フランチャイザー、コンサルタン

トその他指導、監督、業務支援、

助言、監査等を行う者を含む一切

の者に対して伝達又は漏えいされ

ないことを保障する履行体制を有

しているか。 

・契約の履行に必要な情報を取り扱

うにふさわしい者であるか。 

・契約の履行に必要な若しくは有用

な、又は背景となる経歴、知見、資

格、業績等を有しているか。 

・他の手持ち業務等との関係におい

て、契約の履行に必要な業務所要に

対応できる体制にあるか。 

 

 

Ａ：情報保護を保障するための履

行体制が十分にとれている。

（5 点） 

Ｂ：若干不十分な点が認められる

ものの、情報保護には支障が

ないと考えられる。または、

計画等の一部修正で十分対

応可能であると考えられる。

（3 点） 

Ｃ：いずれか又は全てに問題があ

り、情報管理体制等の大幅な

見直しが必要と考えられる。

（1 点） 

Ｄ：いずれか又は全てに大きな問

題があり、情報管理体制の見

直し等では対応が困難であ

ると考えられる。（0 点） 

 



   

Ⅴ 環境負荷

低減事業活動

の促進等 

  環境負荷低減事業活動計画等の

認定を受けているか。 

 コンソーシアムを構成する研究

実施機関に、環境と調和のとれた

食料システムの確立のための環境

負荷低減事業活動の促進等に関す

る法律（令和４年法律第 37 号。以

下「みどり法」という。）に基づ

き、以下の計画の認定を受けてい

る又は申請中の者が含まれている

場合（5 点） 

 

・みどり法第 19 条第１項に規定す

る環境負荷低減事業活動実施計

画又はみどり法第21条第１項に

規定する特定環境負荷低減事業

活動実施計画 

・みどり法第 39 条第１項に規定す

る基盤確立事業実施計画 

   

 

Ⅵ スタート

アップの推進 

 

 

コンソーシアムに日本に登記さ

れている中小企業者（注１）が含まれ

ているか。 

 

 

含まれている場合（5 点） 

 

   

Ⅶ ワーク・

ライフ・バラ

ンス等の推進 

 

  ワーク・ライフ・バランスを推進

する企業として、右記（（１）～（３））

の法律に基づく認定を受けている

か。（注２） 

 

（１）女性の職業生活における活

躍の推進に関する法律（平成

27 年法律第 64 号。以下「女性

活躍推進法」という。）に基

づく認定等 

 ・プラチナえるぼし（6 点）（注３） 

 ・えるぼし３段階目（5 点）（注４） 

 ・えるぼし２段階目（4 点）（注４） 

 ・えるぼし１段階目（3 点）（注４） 

 ・行動計画（2 点）（注５） 

 

（２）次世代育成支援対策推進法

（平成 15 年法律第 120 号）に

基づく認定 

 ・プラチナくるみん認定企業（6

点）（注６） 

 ・くるみん認定企業（令和４年



４月１日以降の基準）（4 点）
（注７） 

 ・くるみん認定企業（平成 29 年

４月１日～令和４年３月31日

までの基準）(4 点)（注８） 

 ・トライくるみん認定企業（4

点）（注９） 

 ・くるみん認定企業（平成 29 年

３月 31 日までの基準）（3 点）
（注 10） 

 

（３）青少年の雇用の促進等に関

する法律（昭和 45 年法律第 98

号）に基づく認定 

 ・ユースエール認定企業（5 点） 

   

（注１）科学技術・イノベーションの創出の活性化に関する法律（平成 20 年法律第 63 号）

第２条第 14 項に規定する「資本金基準」又は「従業員基準」のいずれかの基準を

満たす企業であって、みなし大企業に該当しないものをいう。 

（注２）（１）～（３）のうち複数の認定等に該当する場合は、最も配点の高い区分によ

り加点を行う。なお、研究グループにより研究を実施する場合は、最も配点の高い

区分の認定を有する一の研究機関等の点を加点する（最高 5点）。 

（注３）女性活躍推進法第１２条の規定に基づく認定 

（注４）女性活躍推進法第９条の規定に基づく認定 

   なお、労働時間等の働き方に係る基準は満たすこと。 

（注５）常時雇用する労働者の数が 100 人以下の事業者に限る（計画期間が満了していな

い行動計画を策定している場合のみ）。 

（注６）次世代育成支援対策推進法第 15 条の２の規定に基づく認定 

（注７）次世代育成支援対策推進法第 13 条の規定に基づく認定のうち、次世代育成支援対

策推進法施行規則等の一部を改正する省令（令和３年厚生労働省令第 185 号。以下

「令和３年改正省令」という。）による改正後の次世代育成支援対策推進法施行規

則（以下「新施行規則」という。）第４条第１項第１号及び第２号の規定に基づく

認定 

（注８）次世代育成支援対策推進法第 13 条の規定に基づく認定のうち、令和３年改正省令

による改正前の次世代育成支援対策推進法施行規則第４条又は令和３年改正省令

附則第２条第２項の規定に基づく認定（ただし、注９の認定を除く） 

（注９）次世代育成支援対策推進法第 13 条の規定に基づく認定のうち、新施行規則第４条

第１項第３号及び第４号の規定に基づく認定 

（注 10）次世代育成支援対策推進法第 13 条の規定に基づく認定のうち、次世代育成支援

対策推進法施行規則等の一部を改正する省令（平成 29 年厚生労働省令第 31 号。以

下「平成 29 年改正省令」という。）による改正前の次世代育成支援対策推進法施

行規則第４条又は平成 29 年改正省令附則第２条第３項の規定に基づく認定 

 



別 紙 
安全な農畜水産物安定供給のための包括的レギュラトリーサイエンス研究推進委託事業審査票 

 
審査委員名              

 

研究課題名   
 

研究総括者名  
 

 
審査項目 

 

 
審査規準（配点） 

 

審査 
結果 

 
コメント 

 
 
Ⅰ 趣旨理解 
 

 
  公募課題の趣旨及び内容を提

案者が理解しているか。 
 

 
Ａ：理解している（13 点） 
Ｂ：概ね理解している（10 点） 
Ｃ：やや不十分である（6 点） 
Ｄ：理解していない（0 点） 
 

  

 
Ⅱ 提案内容 
 

 
１．研究の工程（研究項目、年次計

画等）が応募要領に記載された研
究内容と一致しているか。 

 

 
Ａ：一致している（13 点） 
Ｂ：概ね一致している（10 点） 
Ｃ：やや不十分である（6 点） 
Ｄ：乖離している（0 点） 
 

  

 
２．応募要領に記載された目標を達

成できる適切な研究実施計画と
なっているか。 

 

 
Ａ：適切である（13 点） 
Ｂ：概ね適切である（10 点） 
Ｃ：やや不十分である（6 点） 
Ｄ：適切でない（0 点） 
 

  

    
３．提案された研究方法や期待され

る研究成果に十分な先導性があ
るか。 

 

Ａ：十分である（13 点） 
Ｂ：概ね十分である（10 点） 
Ｃ：やや不十分である（6 点） 
Ｄ：不十分である（0 点） 

  

    
     



Ⅲ 成果利用 １．提案された研究内容は、実際の
行政施策・措置の検討、決定に活
用可能な成果が期待されるか。 

 

Ａ：十分期待できる（8 点） 
Ｂ：概ね期待できる（6 点） 
Ｃ：やや期待できない（4 点） 
Ｄ：期待できない（0 点） 

  
 

    
 
２．提案された研究内容は、合理性

（費用・時間）及び再現性の観点
から、将来的に現場（生産者、食
品製造・加工・流通事業者、検査
機関等）での導入可能性が高い成
果が期待されるか。 

 

 
Ａ：十分期待できる（8 点） 
Ｂ：概ね期待できる（6 点） 
Ｃ：やや期待できない（4 点） 
Ｄ：期待できない（0 点） 
 

  

 
Ⅳ 実施体制 
 

 
１．研究を遂行する上で適切な実施体制であるか。 
 

  
（１）人員に十分な能力がある

か。 
 

 
Ａ：十分である（4 点） 
Ｂ：概ね十分である（3 点） 
Ｃ：やや不十分である（2 点） 
Ｄ：適切でない（0 点） 
 

  

 
（２）成果を得るために必要な

人員を確保しているか。 
 

 
Ａ：確保されている（4 点） 
Ｂ：概ね確保されている（3 点） 
Ｃ：やや不十分である（2 点） 
Ｄ：適切でない（0 点） 
 

  

 
（３）データマネジメントを適

切に行うなど、十分な管理
体制となっているか。 

 
Ａ：十分である（4 点） 
Ｂ：概ね十分である（3 点） 
Ｃ：やや不十分である（2 点） 
Ｄ：適切でない（0 点） 
 

  

    



２．成果を得るために必要な機器、
施設が整備されているか。 

 

Ａ：整備されている（7 点） 
Ｂ：概ね整備されている（5 点） 
Ｃ：やや不十分である（3 点） 
Ｄ：適切でない（0 点） 

  

    
 
３．予算の執行計画が適切か。（人

件費が過大でないか、不要な機器
の購入計画がないか等） 

 

 
Ａ：適切である（7 点） 
Ｂ：概ね適切である（5 点） 
Ｃ：やや適切でない（3 点） 
Ｄ：適切でない（0 点） 
 

  

    
４． 
・契約を履行する一環として収集、

整理、作成等した一切の情報が、
農林水産省が保護を要さないと
確認するまでは保護すべき情報
として取り扱われることを保障
する履行体制を有しているか。 

・農林水産省の同意を得て指定し
た取扱者以外の者に取り扱わ
せないことを保障する履行体
制を有しているか。 

・契約締結後に農林水産省が書面
により個別に許可した場合を
除き、親会社等、兄弟会社、地
域統括会社、ブランド・ライセ
ンサー、フランチャイザー、コ
ンサルタントその他指導、監
督、業務支援、助言、監査等を
行う者を含む一切の者に対し
て伝達又は漏えいされないこ
とを保障する履行体制を有し
ているか。 

・契約の履行に必要な情報を取り
扱うにふさわしい者であるか。 

・契約の履行に必要な若しくは有
用な、又は背景となる経歴、知

Ａ：情報保護を保障するため
の履行体制が十分にとれ
ている（5 点） 

Ｂ：若干不十分な点が認めら
れるものの、情報保護に
は支障がないと考えられ
る。または、計画等の一
部修正で十分対応可能で
あると考えられる（3 点） 

Ｃ：いずれか又は全てに大き
な問題があり、情報管理
体制等の大幅な見直しが
必要と考えられる（1 点） 

Ｄ：いずれか又は全てに大き
な問題があり、情報管理
体制の見直し等では対応
が困難であると考えられ
る（0 点） 

 

  



見、資格、業績等を有している
か。 

・他の手持ち業務等との関係にお
いて、契約の履行に必要な業務
所要に対応できる体制にある
か。 

    
 
Ⅴ 環境負荷
低減事業活動
の促進等 

 
  環境負荷低減事業活動計画等

の認定を受けているか。 

 
 コンソーシアムを構成する
研究実施機関に、環境と調和
のとれた食料システムの確立
のための環境負荷低減事業活
動の促進等に関する法律（令
和４年法律第 37 号。以下「み
どり法」という。）に基づき、
以下の計画の認定を受けてい
る又は申請中の者が含まれて
いる場合（5 点） 
 
・みどり法第 19 条第１項に規

定する環境負荷低減事業活
動実施計画又はみどり法第
21 条第１項に規定する特定
環境負荷低減事業活動実施
計画 

・みどり法第 39 条第１項に規
定する基盤確立事業実施計
画 

 

  

 
Ⅵ スタート
アップの推進 
 

 
コンソーシアムに日本に登記

されている中小企業者（注１）が
含まれているか。 

 

 
含まれている場合（5 点） 
 

  

     
Ⅶ ワーク・ラ
イフ・バランス

  ワーク・ライフ・バランスを推
進する企業として、右記（（１）

（１）女性の職業生活におけ
る活躍の推進に関する法

  



等の推進 
 

～（３））の法律に基づく認定を
受けているか。（注２） 

 
 

律（平成 27 年法律第 64
号。以下「女性活躍推進
法」という。）に基づく
認定等 

・プラチナえるぼし（6 点）
（注３） 

・えるぼし３段階目（5 点）
（注４） 

・えるぼし２段階目（4 点）
（注４） 

・えるぼし１段階目（3 点）
（注４） 

・行動計画（2 点）（注５） 
 
（２）次世代育成支援対策推

進法（平成15年法律第120
号）に基づく認定 

・プラチナくるみん認定企業
（6 点）（注６） 

・くるみん認定企業（令和４
年４月１日以降の基準）（4
点）（注７） 

・くるみん認定企業（平成 29
年４月１日～令和４年３月
31 日までの基準））（4 点）
（注８） 

・トライくるみん認定企業（4
点）（注９） 

・くるみん認定企業（平成 29
年３月 31 日までの基準）（3
点）（注 10） 

 
（３）青少年の雇用の促進等

に関する法律（昭和 45 年
法律第 98 号）に基づく認
定 

・ユースエール認定企業（5 点） 
     



（注１）科学技術・イノベーションの創出の活性化に関する法律（平成 20 年法律第 63 号）第２条第 14 項に規定する「資本金基準」又
は「従業員基準」のいずれかの基準を満たす企業であって、みなし大企業に該当しないものをいう。 
（注２）（１）～（３）のうち複数の認定等に該当する場合は、最も配点の高い区分により加点を行う。なお、研究グループにより研
究を実施する場合は、最も配点の高い区分の認定を有する一の研究機関等の点を加点する（最高 5 点）。 
（注３）女性活躍推進法第１２条の規定に基づく認定 
（注４）女性活躍推進法第９条の規定に基づく認定 
なお、労働時間等の働き方に係る基準は満たすこと。 
（注５）常時雇用する労働者の数が１００人以下の事業者に限る（計画期間が満了していない行動計画を策定している場合のみ）。 
（注６）次世代育成支援対策推進法第 15 条の２の規定に基づく認定 
（注７）次世代育成支援対策推進法第 13 条の規定に基づく認定のうち、次世代育成支援対策推進法施行規則等の一部を改正する省令（令
和３年厚生労働省令第 185 号。以下「令和３年改正省令」という。）による改正後の次世代育成支援対策推進法施行規則（以下「新施
行規則」という。）第４条第１項第１号及び第２号の規定に基づく認定 
（注８）次世代育成支援対策推進法第 13 条の規定に基づく認定のうち、令和３年改正省令による改正前の次世代育成支援対策推進法施
行規則第４条又は令和３年改正省令附則第２条第２項の規定に基づく認定（ただし、注９の認定を除く） 
（注９）次世代育成支援対策推進法第 13 条の規定に基づく認定のうち、新施行規則第４条第１項第３号及び第４号の規定に基づく認定 
（注 10）次世代育成支援対策推進法第 13 条の規定に基づく認定のうち、次世代育成支援対策推進法施行規則等の一部を改正する省令
（平成 29 年厚生労働省令第 31 号。以下「平成 29 年改正省令」という。）による改正前の次世代育成支援対策推進法施行規則第４条又
は平成 29 年改正省令附則第２条第３項の規定に基づく認定 


